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大都市における大規模洪水を想定した避難対策の検討においては，膨大な人口の存在が避難の障害にもな

り得ることから，人口規模とその影響を正しく考慮する必要がある．本研究では，このような問題意識から，

大都市における大規模水害時の避難問題の把握や対応策を検討することを目的として，65万人超の人口を擁

する江戸川区を対象に，洪水氾濫や住民避難，そして浸水被害の状況を精緻に表現するシナリオ・シミュ

レータを構築した．そして，荒川決壊時における住民の避難意向を反映したシミュレーションから，大規模

な避難者の発生が被害拡大を誘発するという都市部特有の避難問題を把握した．さらに，被害低減策を想定

したシナリオ分析から，避難需要の低減や避難者の空間的，時間的な分散化などの対応策が重要であること

を明らかとした． 
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1. はじめに 

近年，地球温暖化の進行に伴う気候変動の影響により，

台風の強大化やゲリラ豪雨の頻発化など，洪水リスクが

高まる傾向がみられおり，水害を対象とした防災対策の

必要性が叫ばれている．特に，都市部においては，近年

の積極的な治水施設整備の推進により浸水の頻度が低下

したことで，人口や資産の集中が加速しており，大規模

な水害による被害の甚大化が懸念されるというジレンマ

が生じている．このような背景から，大都市における大

規模水害を対象とした防災対策は喫緊の課題であり，特

に避難対策をはじめとするソフト的な対応策の推進が求

められている． 

2010年4月，内閣府中央防災会議大規模水害対策に関

する専門調査会は，首都圏における大規模水害を対象と

した被害軽減に関する提言をとりまとめた1)．同調査会

の推計では，首都圏の被害が最大となる利根川氾濫シナ

リオを想定した場合，浸水域は約500km2に及び，230万

人の浸水人口が発生するとされており，被害低減に向け

て都市部の特性を踏まえた避難方針の検討が重要である

としている．この提言における指摘や次章に示す名古屋

市の事例のように，都市部における避難対策は，対象人

口が膨大であるという特異性によって非常に困難な問題

となっている． 

本研究では，以上の問題意識のもと，大都市における

大規模水害時の避難問題の把握やその対応策を検討する

ことを目的とした．まず本研究では，都市部における膨

大な避難者人口に起因する問題を具体的に把握するため

に，65万人超の人口を擁する東京都江戸川区を対象とし

て，洪水時の地域住民による避難状況を表現するシナリ



 

オ・シミュレータを構築した．そして，構築したシミュ

レータを活用し，荒川の決壊を想定したシナリオ分析を

実施することによって，住民の行動意向に基づく被害発

生特性の把握や被害低減に向けた対応策の検討，対応策

の効果検証を行った．その結果，画一的な避難の促進や

誘導では対応することのできない，大都市特有の避難問

題や対応策の方向性が明らかとなった． 

2. 大都市を対象とした洪水避難の検討方針 

(1) 大都市における洪水時の避難問題 

2011年9月に発生した台風15号は，東日本に上陸し甚

大な被害をもたらす一日前，九州の南海上にある時点か

ら，本州上に停滞する前線に湿った空気を送り込み，岐

阜県や愛知県に断続的な激しい雨を降らせた．この地域

を流域とする庄内川では，豪雨により水位が急激に上昇

し，2000年の東海豪雨によるピーク水位を約50cm上回

る6.23mにまで達した．ただし，一部で越水がみられた

ものの決壊には至らず，幸いにも大規模な外水氾濫は生

じなかった．庄内川において既往最大の洪水が発生する

なか，名古屋市は，避難勧告の発令基準となる避難判断

水位の超過から25分後，市内181学区に住む100万人を超

える膨大な住民を対象に避難勧告を発令した．ただし，

市が指定する施設に避難した住民は約5千人に留まり，

避難率からみれば非常に限定的な避難しか行われなかっ

た2)．指定避難所以外への避難者も考慮すると，実際の

避難者は多少増加すると考えられるものの，この時仮に

庄内川が決壊していた場合，大規模な被害が生じていた

であろうことは想像に難くない．しかし，逆に避難勧告

を受けた住民の多くが避難していた場合，過去に例を見

ない大規模な洪水避難が展開されていたこととなり，深

刻な混乱が生じていたであろうことも容易に想像できる．

そして，併せて大規模な外水氾濫が生じていた場合，避

難者の中から多くの犠牲者が発生していた可能性を否定

することもできない． 

この事例からも想像されるように，大都市における住

民避難の問題は，大規模な避難人口の存在によって，避

難の促進だけでは解決できない複雑な様相を呈する．し

たがって，大都市における適切な避難対応を検討するた

めには，地域人口を単に保全対象や避難対象の規模とし

て静的に捉えるのではなく，事態の進展や情報の取得に

応じて自ら考え行動する動的な要素として捉え，避難行

動をはじめとする対応の過程において生じる問題にまで

及んだ検討を行う必要がある． 

(2) 大都市大規模水害を対象とした住民避難の検討方針 

本研究では，前節の問題意識を踏まえ，大都市におけ

る大規模水害時の避難問題について検討するために，対

象地域の水害時の状況を具体的に表現するシナリオ・シ

ミュレータ（以下，シミュレータと呼ぶ）を構築するこ

ととした． 

住民避難を対象としたわが国のシミュレーション研究

の多くは，地下街などの閉鎖空間を対象としたもの3)や

地域の一部を対象としたもの4)が多く，大都市全域を対

象に大規模な避難人口を想定したものは少ない5),6)．しか

し，住民避難の検討主体は自治体であり，特に広範囲が

浸水する大規模水害を対象とした検討においては，少な

くとも自治体全体の避難状況を考慮することが求められ

る．さらに，大都市を対象とした場合は，避難状況や被

災状況に対する人口規模の影響を具体的に考慮した検討

が必要となる．一方，国外においては，広域を対象とし

た水害避難に関するシミュレーション研究が実施されて

おり，対象地域の人口や面積，居住者の属性などから避

難に要する時間等を求める研究7),8)や，避難者の規模と

OD，道路網等から避難時間を予測する研究9),10)，そして，

個々の避難者の行動を表現するマイクロシミュレーショ

ンやエージェントベースのモデルによる研究11),12)等に分

類される．ただし，これらの研究で検討されている避難

対応の多くは，米国におけるハリケーン対応に代表され

るように，市民を効率的に浸水域外へ避難させることに

主眼を置いており，自治体単位を基本としたわが国の避

難政策に適合するものは少ない．加えて，本研究と同様

に個々の避難状況を表現するマイクロシミュレーション

モデルを活用した研究についても，自動車による避難交

通の表現が主であり，住民への災害情報の伝達や徒歩も

含む避難者の行動と洪水氾濫との動的な関係など，地域

における水害時の状況を具体的，総合的に表現したシ

ミュレーション研究は見当たらない． 

この様な問題意識や既往研究の状況から，本研究では，

シミュレータの構築や検討の実施に当たって，次の事項

を考慮することとし，大都市全体を対象に住民の行動意

向に基づく大規模避難を具体的に表現することを方針と

した． 

・シミュレータは，住民避難における具体的な課題を把

握するため，洪水災害に関するハザード現象の表現に

留まらず，避難行動を含めた社会的な対応行動までを

総合的に表現するものとする． 

・大都市を対象とした検討を実施することから，住民の

表現については，その特徴となる人口規模が避難行動

や被害状況に与える影響を表現する． 

・対象地域の特性を踏まえた検討を行うため，対象地域

を表現する地形や道路網，住民分布，防災施設の配置

などを精緻に表現する． 

・住民の対応行動は，被害の多寡に多大な影響を与える 

要素であることから，現実に即した課題や対策を検討



 

するため，現状の住民意識を反映して表現する． 

・人的被害の削減に向けた対応策を検討するためには，

情報伝達の改善や避難支援など，直接的な目的が異な

る対策の優先度を検討する必要がある．そこで，シ

ミュレータでは人的被害の発生までを表現し，その低

減数を対策の共通の評価指標として用いる． 

3. シミュレーションモデルの構築 

本研究では，前章に示した方針に則したシミュレータ

を構築するため，筆者らがこれまでに開発してきた災害

総合シナリオ・シミュレータ13),14)を基本モデルとして用

いた．本モデルは，災害情報の伝達状況を表現する情報

伝達モデルと住民の避難状況を表現する避難行動モデル，

そして，ハザードの状況を表現する洪水氾濫モデルで構

成されている．本研究では，避難行動モデルにおいて交

通渋滞や歩行避難者の混雑度に応じた速度低下を考慮す

るなど，避難速度の精緻化や都市部における避難行動の

表現に向けた改良を行った． 

(1) シミュレータの構成 

大規模水害時における住民の避難状況を表現するため，

図-1に示す計算モデルで構成されるシミュレータを構築

した．これらの計算モデルは，洪水災害に関するハザー

ド現象を表現するモデルと洪水災害時における社会的な

対応を表現するモデル，そして人的被害を推計するモデ

ルに大別できる．ハザード現象を表現する計算モデルは，

河川の水位変化を表現する河川モデルと堤内地の氾濫域

や浸水深を表現する氾濫原モデルで構成される．一方，

社会的な対応を表現するモデルは，ハザードの状況に応

じて行政が住民に災害情報を伝達する様子を表現する情

報伝達モデルと災害情報の取得などをきっかけとして住

民が避難を決意し，避難施設まで移動する様子を表現す

る避難行動モデルで構成される．そして，被害発生モデ

ルは，両モデル群の出力結果から人的被害の規模を推計

するものである． 

(2) シミュレーションモデルの概要 

本節では，図-1に示した各計算モデルについて概説す

る．なお，各モデルは，基本的に既往技術を活用したも

のであるため，詳細については参考文献の提示に留める． 

a) 河川モデル 

河口部の潮位を出発水位，また上流端に与えた流量の

ハイドログラフを境界条件として，河道内の水位や流量

の時間的な変化を表現する．本モデルでは，洪水状況の

時間的な変化を表現するため，計算手法として一次元不

定流計算15)を用いている．また，本モデルでは，川幅や

径深を設定する河道横断面に流量や流速を計算する点を

置き，水位の計算については，断面の中間点で行う．対

象範囲に合流部がある場合は，支川の下流端断面の水位

計算点と本川合流部の水位計算点を共有させることによ

り，合流部下流端の流量を算出している． 

b) 氾濫原モデル 

氾濫原モデルは，破堤や越流によって堤内地に流入し

た氾濫流の挙動を直交座標系の二次元不定流計算15)によ

り表現する．河川氾濫による破堤流量や越流量は，河川

モデルによる水位と対応する氾濫原の計算メッシュの水

位及び破堤敷高または堤防天端高との関係から本間の横

越流公式16)によって算出する．なお，本シミュレータで

は，堤内地の氾濫状況について住民の避難行動と合わせ

て評価する必要があることから，10mの詳細な計算メッ

シュを用いる． 

c) 情報伝達モデル 

情報伝達モデルは，警報や避難勧告などの災害情報が

防災行政無線やマスメディアなどを通じて住民に伝達さ

れる様子を表現する．また，住民間の口伝えにより情報

が地域に拡まる様子を表現するため，住民個々の情報伝

達行動についても考慮している．このモデルの実装には，

筆者らが既往研究において構築した災害情報伝達シミュ

レーションモデル17)を用いた．災害情報伝達シミュレー

ションモデルは，住民間の情報伝達行動の活発度を操作

するパラメータを有しており，地域コミュニティの結束

度や，被災時などコミュニティがおかれている状況に応

じた伝達行動の状況を表現することができる．本モデル

は，住民の情報伝達行動の表現を基本に，防災行政無線

などの情報伝達メディアによる伝達状況を考慮した災害

時の情報伝達状況を表現する．  

d) 避難行動モデル 

避難行動モデルは，主として住民が自宅から道路上を

通って避難先まで移動する様子を表現する．避難を開始

するタイミングは，情報伝達モデルにより表現される避

難勧告などを取得したタイミングを基準として，避難の

準備に費やす時間などを加算した時刻に設定する．また，

避難先や経路は，基本的に自宅から最も近い避難施設と

その場所までの最短経路を利用する．なお，この部分の
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図-1 シミュレーションモデルの構成 

 



 

表現については，次章において詳細を述べる． 

避難中は，移動開始からの経過時間と移動速度に応じ

て道路データから避難者の位置を求める．対象地域の道

路は，道路を表現するリンクと交差点を表現するノード

で構成されるネットワークで表現する．各リンクは，任

意のタイミングで変更可能な通行可否を表す状態を持つ．

避難者は，進入しようとするリンクが通行不能であった

場合，通行不能リンクを除外したネットワークを利用し

た経路探索を実施し，迂回路を求める．また，道路の状

態は，10秒毎に氾濫原モデルにより表現される浸水状況

を反映して更新しており，浸水域の拡大に伴う通行不能

箇所の出現やそれに応じた避難者の迂回行動を表現して

いる14)． 

避難手段としては，徒歩と自動車の利用を表現する．

水害時においては，一般的に徒歩による避難が原則とさ

れるが，車はそれ自体が財産であることや豪雨時の徒歩

による移動が困難であるなどの理由から，実際には自動

車を利用した避難が多く行われている現状にある18)．移

動速度は，基本的に任意に設定された速度に基づく．た

だし，自動車の速度については，リンクへの進入時，も

しくは走行中のリンクの交通量が変化した時に，

Greenshields19)の式により速度を更新することで，交通量

に応じた速度変化を表現する． 

 vc = vf・(1 – k / kj) (1) 

ここで，vc：自動車速度（km/h），vf：自由走行速度

（km/h），k：交通密度（台/km），kj：飽和密度（台

/km，今回の計算では140に設定）である．なお，自由走

行速度は，主に道路の規模に基づくため，本研究では，

対象地域の道路交通センサス等の調査を基に高速道路30 

km/h，その他道路20km/hに設定した．また，交通密度は

先行車との車頭間隔の逆数により求めた．なお，本モデ

ルでは，モデルの簡略化のため車線や信号機の表現は省

略しており，交差点においては直進車を優先している．

また，大都市における避難行動では，徒歩避難者による

混雑が発生し，避難速度が低下することも考えられる．

そこで，既往検討20)を参考に下式により混雑度に応じた

歩行速度の低下を表現した． 
 
 rd = 1 （d ＜ 1.5） 

 rd = 1.3 – 0.2d （1.5 ≦ d ＜ 6） (2) 

 rd = 0.1 （6 ≦ d） 

ここで，rd：混雑度による速度係数，d：混雑度（人

/m2）である．なお，混雑度は，歩道面積とリンク内の

避難者数より算定する．また，6 ≦ dの場合は，別のリ

ンクから該当リンクに避難者が侵入できないこととした．

さらに，避難行動が長時間となった場合，歩行避難者は

疲労による速度低下が生じると考えられることから，式

(3)により疲労による速度低下を考慮した21)． 

 rf = 1 / (0.982 + e1.12t - 4) (3) 

ここで，rf：疲労による速度係数，t：避難開始からの経

過時間（hour）である．加えて，式(4)22)により浸水域に

おける速度低下を考慮した． 

 rw = 1 – w / wmax (4) 

ここで，rw：浸水による速度係数，w：浸水深（m），

wmax：歩行限界浸水深（m，今回の計算では1mに設定）

である．なお，浸水に応じた速度低下に関しては，流速

の影響も考慮する必要があると考えられるが，流向や浅

水深時の影響の表現が困難であるため，本研究では，よ

り支配的な影響を持つ水深23)のみを考慮することとした． 

以上の速度低下に関する係数を考慮し，歩行避難者に

よる移動速度を式(5)により表現することとした． 

 vw = rd・rf・rw・vs (5) 

ここで，vw：歩行避難速度，vs：歩行避難速度の初期値

である．  

e) 被害発生モデル 

河川氾濫による水害の場合，浸水域内においても必ず

犠牲者となるとは限らないため，本モデルでは，住民の

避難状態や住居特性と浸水状況から表-1に示す三種類の

浸水人口を算出し，人的被害規模の評価指標として用い

ることとした．なお，本モデルでは，歩行が困難な浸水

状況におかれている場合を救助が必要な状態としている．

歩行の困難度の判定については，須賀ら23)による身長と

流体力から歩行困難を判定する式を用いている． 

4. 基本シナリオの設定 

本章では，検討対象地域や設定した計算条件（図-2，

表-2参照）についてまとめる． 

(1) 計算条件の設定 

a) 対象地域 

本研究では，大規模水害時の避難対策の検討地域とし

表-1 浸水人口の分類 

浸水人口 定義 

浸水域内 

滞在者 

避難せずに自宅に留まっている人で，自身は

浸水していないが自宅が浸水域内にある（自

宅の地表面が浸水している）人 

浸水域内 

危険者 

未避難または避難途上で，緊急の救助が必要

ではないものの自身が浸水している人 

要緊急 

救助者 

未避難または避難途上で，歩行が困難なほど

の浸水状況下におり，緊急の救助が必要な人 

 



 

て，東京都江戸川区を選定した．江戸川区は，東京都の

南東部に位置し，西は荒川，東は江戸川の二大河川に挟

まれている．加えて，両河川の最下流に位置することか

ら，堤防が決壊した場合，決壊地点に関係なく浸水の危

険性がある水害を受けやすい地勢を持つ．さらに，地盤

沈下の影響により，陸域の7割が満潮面以下のゼロメー

トル地帯となっており，自然排水が望めないことから，

一度氾濫が発生すると広範囲が長期間に渡り浸水し，被

害が長期化する．また，約65万人の人口を擁する都内で

も有数の大都市であり，水害時には膨大な要避難人口が

発生する恐れがある． 

b) 地形・人口に関する条件 

まず，対象地域の地形は，レーザープロファイラを利

用して10mメッシュの精度で整備した．次に，建物の分

布と形状は，市販の電子住宅地図を利用して表現した．

なお，各建物には，住宅地図やレーザープロファイラ

データを参考に階数を設定した．最後に，道路を表す

ネットワークデータは，住宅地図に含まれる道路形状を

参考にして作成した． 

住民の表現については，まず区が公表している平成22

年1月時点の町丁目別・年齢別・男女別の人口統計に示

される人口構成に基づいて仮想的な住民を作成した．次

に，町丁目別に住宅地図に示される戸建て，集合住宅を

対象に人口統計から把握した世帯数分の仮想的な世帯を

ランダムに布置し，さらに戸建て住宅には一世帯のみ割

り振ることを条件として，各世帯に作成した住民をラン

ダムに割り振ることで人口分布を表現した． 

c) ハザードに関連する条件 

河川モデルは，荒川を対象としてモデル化を行った．

その他の河川は，地形データを加工し，満水の状態を表

現した．想定する洪水は，荒川の基本高水（1/200確

率）に基づく昭和22年9月型洪水を設定した．また，破

堤箇所としては，対象地区内の浸水人口が比較的に多く

なる荒川左岸7.0km地点を選定した．河川堤防の破堤幅

は，カスリーン台風による利根川での決壊実績を参考に

340mに設定した．また，堤防が破堤するタイミングに

ついては，現況堤防の余裕高や整備状況を勘案した基準

水位に到達した時点とした．これらの条件に基づく氾濫

計算の結果，荒川と新中川に挟まれる区間の大部分が浸

水する結果を得た（図-3参照）． 

d) 防災施設や災害情報に関する条件 

避難施設は，江戸川区の地域防災計画書で指定されて

いる小中学校などの待避施設，高台となる公園などの地

域防災拠点を対象に表現した．なお，待避施設について

は，区の資料を基に浸水の危険性を有する階を除外した

利用可能面積を参照し，緊急避難として一畳当たり二人

を収容することを前提に収容可能人数を設定した．また，

地域防災拠点については，200万人超の収容能力に相当

する広大な面積を有するため，収容可能人数を無限とし

た．なお，避難行動モデルでは，避難施設が収容超過で

 
図-2 検討対象地域 

表-2 計算条件 

分類 項目 設定内容 参考・考え方

想定洪水 200年確率洪水 基本高水 

出発水位 AP + 2.2m 朔望平均満潮位氾濫 

破堤箇所 荒川左岸7.0k 被害最大 

人口 

世帯 

651,733人 
303,245世帯 

区資料 
住民 

歩行速度 性年齢別歩行速度 統計資料 

配置 256基 区資料 

音声範囲 280 m 一般値 
屋外 

拡声器 
聴取率 30 % 既往調査 

台数，経路 10台 区資料 

速度 20 km/h 一般値 

音声範囲 80 m 一般値 
広報車 

聴取率 30 % 一般値 

伝達方法 口頭のみ 
輻輳により 

電話利用不可 住民間 

伝達 
活発度 

積極的に 
行われない 

住民調査 

歩道幅員 2 m，一部3.5 m 区資料 

道路 自動車 

基本速度 

高速 30 km/h 
その他 20 km/h 

区資料 

待避施設 
106箇所 

収容可能人数 
避難 

施設 
地域防災拠点 3箇所 

区資料 

 

 
図-3 想定破堤箇所と最大浸水深分布 

 



 

あった場合，その場所から次に近い避難場所に向けて避

難することとなる． 

防災行政無線については，区に整備されている256基

の屋外拡声器を表現した．なお，屋外拡声器からの情報

を取得する割合は，既往調査24)を参考に30%に設定した．

また，避難勧告と避難指示が発令されるタイミングは，

区の計画を参考に，荒川の岩淵地点の水位がそれぞれ避

難判断水位，はん濫危険水位に達した時点とした．この

結果，今回想定した洪水シナリオでは，堤防が決壊する

4時間44分前，2時間41分前に避難勧告と避難指示が発令

されることとなった． 

(2) 洪水避難に関する住民の意向と反映方法 

本節では，洪水災害時における住民の行動意向を把握

するために実施した意識調査の結果と，避難行動モデル

への反映方法について述べる． 

a) 住民意向の反映方法と調査概要 

本研究では，避難行動モデルで表現される「避難の意

思決定」，「避難の開始タイミング」，「避難時の行

動」において地域住民の意向を考慮することとした．ま

ず，避難の意思決定については，表-3に示す洪水時の段

階的な状況を提示し，各時点における避難意向を把握し

た．また，避難の意思決定については，避難の勧誘によ

る影響も大きいため25)，勧誘を受けた際の避難意向につ

いても把握することとした．次に，避難の開始タイミン

グは，避難の意思決定後の準備に要する時間を考慮する

こととした．最後に，避難行動については，避難先と避

難手段を把握することとした． 

以上の洪水災害時における住民の行動意向について，

江戸川区の住民を対象とした意向調査より把握した．本

調査の概要を表-4に示す．本調査は，インターネット調

査サービスを利用し，江戸川区在住者より3,000票の回

答を得た．なお，基本属性に関する設問では，自力によ

る避難が困難な家族の有無や支援の可否についての問い

を含めた． 

住民の意向を反映した避難行動を表現するため，避難

行動モデルでは，世帯毎にあらかじめ調査により得られ

た回答票をランダムに選択させ，各問の回答に沿った行

動を取らせることとした．個々の回答をそのまま利用せ

ずに，問別に集計された結果から行動を表現する方法も

考えられるが，問毎の回答の相関が表現できず，個人の

行動としての整合性が失われるため不採用とした．また，

避難意向について，居住地域（6地区），居住階数（戸

建て・集合住宅1F，二階建て以上の戸建て・集合住宅2F

以上）別に行動意向に差が見られたため，この二つの属

性に応じて回答票をグループ分けした．そして，各世帯

に関連付ける回答票を選択する際には，世帯と居住地

域・居住階数が一致するグループから選択することとし

た． 

b) 避難の意思決定 

住民調査から得られた表-3に示すNo.1～No.9までの各

段階において自宅外への避難を決意する人の割合，また，

加えて避難の勧誘を受けた場合の割合を図-4にまとめる． 

この図からまず避難の勧誘が無かった場合に注目する

と，避難勧告を聞いた時点で大きく増加する様子が把握

できるものの，その割合は34%と全体の1/3程度に留まっ

ていること．また，避難指示が発令された時点で70%程

度まで大きく上昇していること．そして，自宅が浸水す

る最終時点における意思決定者の割合は92%程度であり，

約8%の人はいずれの状況においても自宅外に避難する

意向を持たないことが分かる． 

次に，各状況に加えて避難の勧誘を受けた場合に避難

を決意する人の割合をみると，避難指示前までの各状況

においては，勧誘を受けない場合よりも2割程度増加し

表-3 調査で提示した洪水時の段階的状況 

No. 状況 

1 自宅にいて普段より降雨が多いと感じた 

2 大雨警報や洪水警報が発表された 

3 警報が長らく続き，雨も降り止まない 

4 避難勧告が発表された 

5 堤防が決壊しそうな状況を知った 

6 避難指示が発表された 

7 堤防が決壊したことを知った 

8 自宅の近くまで浸水してきた 

9 自宅が浸水し始めた 

表-4 住民意識調査の概要 

調査機関 2010年2月19日から23日 

調査対象者 二十歳以上の東京都江戸川区在住者 

調査実施方法 インターネット調査 

回答票数 3,000票 

調査項目 

・基本属性 
・洪水災害に関する意識 
・洪水災害に関する行動意向 
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図-4 状況別の避難意思決定率 



 

ていることが分かる．ただし，避難指示以降については，

その差は縮小している．この結果から，避難促進に向け

て災害時の初期段階における勧誘の重要性をうかがうこ

とができる． 

表-3の状況に対応する各イベントのシミュレーション

における発生タイミングを図-5にまとめる．これらのタ

イミングは，前述した河川モデルによる計算結果から得

られた避難勧告などの発令時刻と堤防の決壊時刻の時間

差をそのままに，避難勧告の発令2時間前を計算開始時

刻として洪水警報や河川に関する情報が伝達されるタイ

ミングを設定したものである．ここで，No.1, No.2の状

況については，シミュレーション開始前に既に発生して

いる状況を想定した．また，No.8, No.9については，自

宅の位置や浸水の状況により個人ごとに異なるタイミン

グで発生する．なお，図-5の時間は，実際にはイベント

発生の引き金となる情報の伝達開始タイミングを示して

いるため，イベントが発生する厳密なタイミングは，防

災行政無線やマスメディアなどによる伝達を経て各住民

が情報を取得した時点となる．したがって，情報を取得

できなかった場合，該当するイベントは発生しない． 

避難行動モデルにおいて避難の意思決定は，災害情報

の取得状況と，住民からの避難の勧誘に応じて判断する．

具体的には，取得した情報が，避難を決意すると回答し

た状況，またはそれ以降の状況を示す情報だった場合は，

避難を決意することとなる．また，既に避難を決意した

住民から情報を受けた場合は，勧誘を受けたと見なし，

勧誘を受けた際の避難意向に応じて，その時点で避難を

決意するか，取得した情報内容に応じて避難を判断する． 

c) 避難を開始するタイミング 

避難を決意してから避難のために自宅外へ出るまでの

準備に要する時間に関する回答を図-6の上部に示す．こ

の結果によると，避難の決意から30分後までに準備が終

わる世帯は36%に留まる．また，最も多く割合を占める

回答は30分から40分であり，全体の1/3となっている．

一方で，1時間以上を要すると回答した人も同程度存在

していることが分かる．避難行動モデルにおいて避難の

開始タイミングは，避難を決意した時刻に避難準備に要

する時間を加えたタイミングとした． 

d) 避難行動 

避難時の行動意向に関する調査項目の集計結果を図-6

下部にまとめる． 

まず避難先については，地域防災拠点（高台）への避

難を基本とし，待避施設（小中学校）を緊急避難先とし

て位置付けている区の避難計画と住民が希望する避難先

の間に齟齬が生じている．具体的には，多くの回答者が

近くの小学校や中学校へ避難すると回答しており，その

他の公共施設を含めると区の施設へ避難する意向を持つ

回答者は67%に達している．一方，高台への避難を想定

している回答者は8%に留まり，非常に限定的である．

また，2割の回答者は，区外への広域的な避難をイメー

ジしている． 

次に，避難手段については，徒歩による避難を想定し

ている回答者が73%と多く，特徴的である．ただし，自

動車を利用した避難についても同乗避難やバイク・タク

シーなどを含めると2割存在しており，絶対数で考える

と避難に利用される自動車数は膨大となることが分かる． 

避難行動モデルにおいて避難行動を開始する住民は，

これらの回答に基づいて避難先と避難手段を選択する．

ここで本モデルでは，簡略化のため，区内の公共施設，

民間施設，親戚・知人宅へ避難するとした場合は，待避

施設に避難する状況を想定することとした．また，区外

に避難するとした場合は，区外へと通じる道路ネット

ワークの端点に布置した仮想的な避難施設に向けて避難

することとした．また，避難手段は，徒歩または自動車

のいずれかとし，回答が徒歩または自転車の場合は徒歩，

それ以外の場合は，自動車で避難する状況を表現するこ

ととした． 

e) 自力避難困難者 

図-7に示した2つのグラフは，自力避難が困難な家族

の有無と，自力避難が困難な家族がいる世帯を対象に避

難支援の可否について質問したものである．この結果を

合わせてみると，全体の1割の世帯には自力による避難

が困難な家族が存在しており，その中の少なくともさら

に約1割の世帯は，家族などによる避難支援が困難であ

り，世帯単独での避難が困難な状況にあることが分かる． 
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図-5 イベントの発生タイミング 
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図-6 避難準備に要する時間と避難時の行動意向 

 



 

避難行動モデルでは，この結果を反映して，自力避難

困難者が存在し，避難が困難な場合においては，自宅外

への避難ができない状況を表現することとした．なお，

家族等による避難困難者の支援の可否において「わから

ない」とした回答の半数についても避難不能として扱う

こととした． 

5. シナリオ分析 

大都市における大規模洪水時の被害低減策を検討する

ためのシナリオ分析として，まず，調査から把握した住

民の行動意向をそのまま再現するシナリオ（以下，現状

再現シナリオと呼ぶ）によるシミュレーションを実施し，

現状において想定される被害規模やその要因を把握した．

次に，被害の発生要因を踏まえた被害低減策を表現した

各種シナリオ（表-5参照）によるシミュレーションを実

施し，その効果の検証や新たな課題の抽出を行った． 

(1) 住民の行動意向に基づく現状の被害想定 

図-8は，現状再現シナリオの開始から24時間が経過し

た時点における各住民の状態をとりまとめた結果である．

この結果から，まず全住民の構成をみると，3.7万人を

超える要緊急救助者が発生しており，大規模な被害が生

じていることが把握できる．次に，要緊急救助者の構成

をみると，98%は避難途上で被害を受けていることが分

かる．この要因について，図-4を併せてみると，多くは

避難勧告よりも後の氾濫の危険性が高まった状態におい

て避難を決意するため，結果として避難途中で氾濫に巻

き込まれていることが分かる．また，避難開始前の要緊

急救助者の構成をみると，約6割が避難準備中，2割は自

宅外への避難意向を持たない住民，その他，避難情報を

取得できていない住民や避難困難者によって構成されて

いることが分かる．これらの結果より，現状再現シナリ

オでは，避難の意思決定タイミングの遅れをはじめとす

る種々の要因によって被害が発生していることが分かる．

なお，多くの待避施設は，最終的に収容超過の状態と

なった． 

(2) 避難行動の改善による影響 

現状再現シナリオから把握された問題を踏まえて，こ

こでは避難率や避難の開始タイミングの改善による被害

低減効果を把握する．想定した対策は，表-5に示すA1～

A4のシナリオである． 

現状再現シナリオに対して各対策シナリオを単独で実

いる
10%

いない
90%

家族の支援で避難できる
74%
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13%現状では
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図-7 自力避難困難者の有無と家族等による支援の可否 

 

表-5 対策シナリオ 

記号 対策シナリオ 表現方法 

A1
避難困難世帯の

対応 

避難困難世帯への対策がなされた

とし，倍の準備時間を要すること

を条件に，避難を可能とする． 

A2
情報空白世帯の

対応 

情報伝達の改善がなされたとし，

各情報の伝達開始から1時間後には

全住民が情報を取得する． 

A3
避難タイミング

の改善 

住民の意識改善がなされたとし，

少なくとも避難勧告を聞いた段階

で全住民が避難を決意する． 

A4
避難準備時間の

改善 

平時からの事前準備がなされたと

し，避難の決意から30分後までに

は避難を開始する． 

B1
高層階居住者の

危険避難禁止 

破堤を認識した後は，3F以上の住

民の屋外への避難を禁止する． 

B2
避難対象者の限

定 

避難勧告を認識した後は，3F以上

の住民の屋外への避難禁止．2F以
下は，避難勧告までに全員避難． 

C
地域防災拠点へ

の誘導 

地域防災拠点への避難を基本と

し，氾濫開始以降の緊急時以外は

待避施設へ避難しない． 

D1
歩行者用道路の

導入 

避難勧告時点から道路の一部区間

（図-11参照）を歩行者専用道路と

する． 

D2 避難先の分散化
災害弱者世帯のみ，待避施設への

避難を許容する． 

D3 事前避難の促進
災害弱者世帯は，避難勧告の2時間

前には避難を完了する． 
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施した場合と全ての対策を併せて実施した場合の浸水人

口と避難開始者数を図-9にまとめる．なお，図中に示し

た浸水域内滞在者等の各浸水人口の定義は，表-1の通り

である．この結果から避難者数の変化をみると，各対策

を単独で実施した場合，避難率や避難の開始タイミング

が改善されることで，現状再現シナリオよりも多くの住

民が避難を開始しており，全ての対策を併せて実施した

場合，全住民に相当する約65万人が避難を開始している

ことが分かる．しかし，浸水人口に着目すると，A2以

外のシナリオにおいては，改善策の導入により逆に要緊

急救助者が増大していることが分かる．特に，全ての対

策を実施した場合，現状再現シナリオにおいて発生して

いた4.5万人の浸水域内滞在者がゼロにまで減少してい

るものの，より深刻な被害を受ける要緊急救助者は6.3

万人と現状再現の約1.7倍にまで拡大している．この結

果は，現状において全住民を対象とした画一的な避難行

動の促進が，被害の拡大につながる危険性を持つことを

示唆するものである．さらに，各対策シナリオを単独で

実施した場合を分析した結果，A3は，避難勧告の段階

において活発な避難が実施されるものの，その規模が大

きすぎることによって，避難施設の容量超過や渋滞の深

刻化が発生し，被害が拡大していること．また，A1と

A4は，避難を決意するタイミングが改善されていない

ため，避難勧告後の危険な段階における屋外避難者が増

加し，被害が増大していることが把握された．一方，

A2は，悉皆的に情報が伝わることで，早い段階に避難

意向を持つ住民が確実に避難を開始することで，全体の

避難タイミングを早める効果が認められた．加えて，避

難意向は現状の意識に基づくため，A3のような極端な

避難者の増加は発生せず，結果的に被害が減少している

ことが把握された． 

以上の分析より，大都市における避難問題に関して，

避難者の増加に伴う次のような課題が確認された．危険

な避難行動の問題：高層階居住者で自宅に留まっていれ

ば浸水域内滞在者となっていた住民が，自宅外へ避難す

ることによって要緊急救助者となっている．避難施設の

容量の問題：現状再現シナリオにおいても超過がみられ

た待避施設の収容人数が，避難者が増加することで，よ

り早いタイミングで満員となっている．避難者渋滞の問

題：避難者の増加が，自動車渋滞，歩行者渋滞の発生を

深刻化させており，避難時間の遅延をもたらしている． 

なお，全住民が全く避難しない状況を想定した場合，

要緊急救助者は現状再現よりも大幅に低い約6千人に留

まった．ただし，31万人に及ぶ浸水域内滞在者が発生し

ており，何らかの対応が求められる結果となった． 

(3) 避難需要の低減策による被害低減効果 

前節の結果を踏まえ，氾濫直前や氾濫後の危険な避難

行動を低減させるための対策を想定したシミュレーショ

ンを実施する．具体的には，3F以上居住者による破堤後

の避難の禁止した場合（B1），2F以下居住者は，避難

勧告までに全員避難することに加えて，3F以上の居住者

による避難勧告以降の避難の禁止した場合（B2）であ

る．なお，A1, A2, A4については実施済みの状況を想定

した． 

図-10よりB1, B2によるシミュレーション結果をみる

と，両シナリオともに全員が避難した場合（図-10左

端）と比較して大幅に被害が低減していることが分かる．

ただし，現状再現シナリオと比較した場合，要緊急救助

者の減少数は僅かであり，依然として大規模な被害が生

じていることが分かる．また，避難者の限定によって浸

水域内滞在者が4万人程度発生していることから，最終

的にはこれらの住民を対象とした別の対応も必要となる． 

(4) 避難先の改善による被害低減効果 

7割が区内の公共施設への避難意向を持つ一方で，待

避施設の収容能力の合計は約27万人であり，大規模な避

難が実施された場合，意向通りの避難を実施することは

非現実的である．一方，地域防災拠点は，合計200万人

を超える収容能力を有しており，区の避難計画において

も優先的に避難すべき場所として指定されている．次の

分析では，この地域防災拠点を活用したシナリオを設定

した（C）．このシナリオでは，基本的に居住地区に応

じた地域防災拠点を避難先とする．ただし，堤防の決壊

や周辺の浸水を認識した場合は，緊急避難行動として待

避施設も含めた最寄りの避難場所に避難することとした． 
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B2を基本として，Cの条件を加えた結果（図-10右）

をみると，適切な避難先の指定によって被害が減少して

いるのが確認できる．ただし，減少数は4千人程度であ

り，依然として3万人を超える要緊急救助者が発生して

いる． 

(5) 避難者の分散化による被害低減効果 

避難先の改善により被害の低減はみられたものの，少

数の地域防災拠点に多くの避難者を誘導することで，一

部の道路において特に徒歩避難者による大規模な渋滞が

発生した（図-11参照）．渋滞は，特定の道路に対して

一時に容量を超える避難者が集中することで発生してい

る．したがって，渋滞を解消するためには，避難者を空

間的，そして時間的に分散させることが対策として考え

られる．ここでは，まず空間的な分散化策として，避難

勧告の発令時から一部の道路を歩行者専用とした場合

（D1，対象道路は図-11を参照）と，災害弱者世帯（未

就学児，後期高齢者を持つ世帯，約24%の世帯に該当）

や避難困難者世帯については，待避施設も含めて避難先

を選択させることで避難先を分散させた場合（D2）を

設定した．なお，D1では，歩行者専用道路が周知され

ている状況を想定し，歩行者の経路探索において該当道

路は，通常の半分のコストで評価した．次に，時間的な

分散化策としては，災害弱者世帯を対象に事前避難が促

進された状況を想定し，避難勧告の2時間前には避難が

完了している場合（D3）を設定した． 

B2とCを基本として，D1～D3の条件を加えた場合の

浸水人口と徒歩避難者に限定した平均避難所要時間を

図-12にまとめる．この図からまずD1の結果についてみ

ると，避難に約2時間を要していたCに対して，40分程

度避難時間が短縮しており，渋滞が緩和されている様子

が把握できる．また，約3万人であった要緊急救助者は，

千人程度にまで大幅に低減した．次に，D2では，災害

弱者世帯が近隣の待避施設に避難できるようになったた

め，避難時間はD1よりもさらに20分程度短縮化された．

ただし，地域防災拠点への避難者による渋滞は十分に緩

和されず，2万人程度の被害低減に留まった．最後に，

D3では，災害弱者世帯の避難が早い段階において完了

しているため，避難勧告時の渋滞が緩和され，要緊急救

助者は，D2よりも被害が少ない約9千人にまで低減した．

ただし，地域防災拠点に向かう一般世帯の避難時間は大

きくは改善していない．なお，D1～D3の対策を併せて

実施した場合，要緊急救助者はゼロにまで低減する結果

となった． 

(6) シナリオ分析結果のまとめ 

最後にこれまでに実施したシナリオ分析から把握され

た大都市における洪水犠牲者の低減に向けた課題と，対

応策についての考察をとりまとめる． 

住民意識の改善：洪水災害に対する住民意識は低く，

現状では自宅が浸水してから避難を実施するなどの危険

な行動を取る住民も少なくない．犠牲者の低減に向けて

は，都市部における洪水リスクを理解し，適切な対応を

促進するための意識改善が必須である．このためには，

平常時からの防災教育を推進する必要がある． 

避難需要の低減：都市部における大規模な避難は，避

難施設の収容能力超過，避難者渋滞の誘発などの問題か

ら，犠牲者を増加させてしまう危険性を有している．し

たがって，高層階居住者に対して自宅待機を推奨するな

どの避難需要の低減策が求められる．ただし，ゼロメー

トル地帯においては，湛水が長期間継続する可能性があ

ることから，各家庭における備蓄の徹底や湛水時の救出

計画など，命の安全を確保した後の二次的な避難計画の

検討を併せて実施することが必須である． 

避難者の分散化：避難勧告に応じて一斉に避難が開始

される場合，避難者渋滞の深刻化が懸念される．した

がって，早い段階から積極的な避難を促すことにより，

避難者の時間的な分散化を進めることが本質的な課題と

なる．このためには，近年の気象予測や水位予測技術を

活用した早期からの積極的な情報提供が求められる．ま

た，避難者を空間的に分散させるための適切な避難先の

指定や渋滞対策も重要である．最も深刻な事態は，小規

模の避難施設に大勢の避難者が一時に集中してしまうこ

とであり，各地に避難需要に応じた避難施設が整備され

ることが求められる．ただし，少数の大規模な避難施設

 
図-11 歩行避難者の通過人数と歩行者専用道路導入箇所 

 

分散化なし
(参考)

歩行者用道路
の導入(D1)

避難先の
分散化（D2）

事前避難
の促進（D3）

浸水域内滞在者 浸水域内危険者 要緊急救助者 避難所要時間

0

1

2

3

4

5

浸
水

人
口

（
万

人
）

0

20

40

60

80

100

120

140

平
均

避
難

所
要

時
間

（
分

）

4.3
4.3

0.0
0.20.1

1.2

4.3

0.7

3.2

64.4

82.8

121.7

3.2
97.4

0.9

0.1

※全てA1,A2,A4,B2,C実施済み

 
図-12 避難者の分散化策による効果 



 

の整備は，渋滞の深刻化を招く危険性を持つため注意が

必要である．また，避難施設の整備が困難な場合は，高

台や地域外も含めた広域避難を検討すべきであり，その

為の周辺地域との調整や住民への周知徹底を行う必要が

ある．低平地の都市部における最も効果的な対応は，両

分散化対策を推進することにより，浸水区域外への早期

避難を実現させることである． 

情報伝達の悉皆化，災害時要援護者の支援：人的被害

をゼロにまで低減させるためには，避難情報が伝わらな

い住民や災害時要援護者などの一部の住民に対する対応

も不可欠である．特に，情報伝達について都市部は，膨

大な人口，多様な居住者の存在，コミュニティの弱さな

ど，種々の問題から情報の悉皆性を確保することが困難

である．この問題の解決に向けては，伝達メディアの多

様化や災害情報の取得における主体性の醸成などの対応

が考えられる．また，要援護者に対する支援は，地域特

性に依存しない基本的な課題である．人口の多い都市部

においては，行政のみによる支援は特に困難であること

から，地域住民による支援組織の育成などが求められる． 

6. おわりに 

本研究では，大都市における大規模水害を対象とした

適切な避難対策を検討することを目的として，地形や避

難施設などの地域の空間的な特性や地域住民の現状を表

現したシミュレータを構築した．本シミュレータは，大

都市全体を対象に住民の行動意向に基づく大規模避難を

具体的に表現することに加えて，災害現象や情報伝達，

そして被害状況などの大規模洪水時の状況を総合的に表

現できる特徴を有しており，都市部における避難対応を

検討するツールとして活用することができる．ただし，

より現実的な検討に向けた課題として，住民避難に対す

る内水氾濫や流速の影響を考慮することが残されている． 

また，本研究では，構築したシミュレータによる江戸

川区を対象としたシナリオ分析から，画一的な避難行動

の促進が，一時に膨大な避難者を生みだすことで渋滞や

避難施設の容量超過の問題を深刻化させ，逆に被害の拡

大を招くという都市部特有の避難問題をあらわにした．

また，都市部における洪水災害の被害低減策に向けて，

住民意識の改善や避難需要の低減，避難者の時間的，空

間的分散化などの多角的な避難対策を講じることが重要

であることが確認された． 

本研究の結果は，都市部における避難対応の大枠を示

すに留まっているため，地域を特定した実践的な避難計

画を策定するためには，より地域の実情に即した検討を

進める必要がある．また，適切に避難計画を運用するた

めには，避難者たる地域住民の理解が不可欠であり，そ

のための意識啓発は非常に重要な課題である． 
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SCENARIO ANALYSIS ON EVACUATION STRATEGIES FOR RESIDENTS 
IN BIG CITIES DURING LARGE-SCALE FLOOD 

 
Toshitaka KATADA, Noriyuki KUWASAWA, Satoru SHIDA and Masaru KOJIMA 

 
This study aims to investigate evacuation strategies for residents in big cities during large-scale flood 

damage. Based on the result of the flood disaster citizen opinion poll with the residents of Edogawa ward, a 
flood evacuation simulation was created a model their intended behavior. Using this simulation, an 
evacuation strategy was investigated that allows zero casualties in the case of the banks of the Arakawa 
River being broken. This paper covers problems identified from simulation studies, countermeasures in 
order to resolve such issues, as well as the course of action of future efforts to be taken. 


